早急に県会を開催し、統廃合問題の決着をはかることを求めます

（声明）
２００６年８月８日

長野県高等学校教職員組合

　現在再編対象の高校を含め、学校説明会が開催されています。２学期が始まろうとしている今は、高校受検を控えた中学生にとっては本格的に進路を選択する時期ですし、「実施計画」の該当校にとっては早急に結論をださないと後戻りできない時期となっています。

一昨日投開票された長野県知事選挙では、高等学校改革プランが争点の一つになりました。田中知事は臨時県会を開催することを、村井新知事は地域で合意のないものは白紙に戻すことを公約に掲げました。どちらの主張も、混乱を早期に収拾することでは共通しています。

　高校改革をめぐっては、来年４月一斉実施は無謀であること、教育内容や施設・設備の準備が整い、地域の支持が得られるものから順次すすめていくことで県民的な合意ができていると考えます。これ以上結論を引き延ばすことは、学校現場に混乱をもたらし、とりわけ受検を控えた中学生の不利益になります。

　

　私たちは、高等学校設置条例に関係のない学科の再編は除き、来年４月から実施できる統廃合はごく一部の地域に限られると判断しています。その他の「実施計画」については先延ばしをして、地域ぐるみで新しい高校を創造する時間的な余裕を保障すべきであると考えます。拙速なすすめ方が、地域ぐるみの「魅力ある高校」づくりを阻害してきたことは、強調してもしすぎることはありません。

　田中知事には、早急に臨時県会を開会することを求めます。もしそれが無理な場合は、村井新知事には９月早々に県会を開催することを求めます。

そして県議会には、高等学校設置条例を改定した以上、関係者の声に耳を傾けて堂々と決着をつけることを求めるものです。

　最後に、今週11日に開催される教育委員会定例会において、県知事選の結果を勘案し、「実施計画」の中身について実施時期を中心に修正を加えることが最善のすすめ方であることを付記します。

